○砺波市空き店舗再生みんなでチャレンジ事業補助金交付要綱
平成２６年７月２日
告示第９４号
改正　平成２８年３月２３日告示第４１号
（趣旨）
第１条　この要綱は、砺波市補助金等交付規則（平成１６年砺波市規則第３１号。以下「規則」という。）第２６条の規定に基づき、砺波市空き店舗再生みんなでチャレンジ事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要綱において「空き店舗」とは、次の各号に掲げるものをいう。
(１)　砺波市中心市街地活性化基本計画（平成１２年３月策定）における調査区域で別図に定める区域内の道路（道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２条第１項に定めるものをいう。）に面し、過去に店舗（小売業、飲食業その他市長が別に定めるものをいう。）として使用され、現在店舗として使用されていない建物又は空き室
(２)　砺波市空き家情報バンク設置要綱（平成２４年砺波市告示第１２７号）第２条第３号の空き家情報バンクに登録されている物件であって、産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）第２条第２３項に規定する創業者が自ら経営する店舗の用に専ら供するための改修を行う建物又は空き室
（補助金の交付）
第３条　市長は、空き店舗の解消を図るとともに、商店街の活性化、起業家の育成及び市民の暮らしやすさの向上に資するため、空き店舗の再生に伴い必要となる改修費等（以下「改修費等」という。）及び砺波市創業者支援資金借入金の利子（以下「借入金利子」という。）に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとする。
（改修費等補助金の交付対象者）
第４条　改修費等に対する補助金の交付の対象となる者は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。
(１)　空き店舗を改修して店舗として使用する者で、原則週６日以上、かつ、午前１１時から午後１時までの時間を含み１日６時間以上営業するもの
(２)　公序良俗に反しない営業を行う者
(３)　店舗を営業するために必要な許認可を得ている者又は得る見込みがある者
(４)　営業開始日から起算して３年以上継続して店舗を営む意思のある者
(５)　市税等（個人市民税、法人市民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税、住宅使用料、住宅汚水処理料、水道料、水道事業受益者負担金・分担金、下水道使用料、保育料及び幼稚園授業料をいう。）の滞納のない者
(６)　次のいずれにも該当しない者
ア　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下この号において「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団
イ　暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員
ウ　富山県暴力団排除条例（平成２３年富山県条例第４号）第６条に定める暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者
（改修費等補助対象経費）
第５条　改修費等に対する補助金の対象となる経費（以下「改修費等補助対象経費」という。）は、空き店舗の再生に伴い必要となる次の各号に掲げる経費とする。ただし、市の他の補助金の交付を受けている、又は受ける予定のものを除く。
(１)　建築工事請負費（土地の買収及び整地並びに外構整備に要する費用を除く。）
(２)　建築設計監理委託費
(３)　備品購入費（法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第１３条第１号及び第３号に掲げる減価償却資産に限る。）
（改修費等補助金の額及び算定方法）
第６条　改修費等に対する補助金の額は、前条の補助対象経費に２分の１を乗じて得た額（その額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）とし、２００万円を上限とする。
（改修費等補助金の交付申請）
第７条　改修費等に対する補助金の交付を受けようとする者（以下「改修費等補助金申請者」という。）は、規則で定める補助金等交付申請書に次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出するものとする。
(１)　事業計画書
(２)　経費配分書
(３)　借入金返済計画
(４)　図面及び見積書
(５)　砺波商工会議所の意見書
(６)　市税等納付（納入）状況確認承諾書
(７)　前各号に掲げるもののほか、市長が指示した書類
２　改修費等補助金申請者は、前項に定める書類（同項第５号に掲げるものを除く。）を、あらかじめ砺波商工会議所に提出するものとする。
（改修費等補助金の交付決定）
第８条　市長は、前条の補助金等交付申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、規則で定める補助金等交付決定通知書により改修費等補助金申請者に通知するものとする。
２　市長は、前項の審査において、砺波商工会議所その他地元商店街関係者の意見を尊重するものとする。
３　市長は、第１項の通知に際し、必要に応じて申請事項等を修正し、又は条件を付すことができる。
（交付の条件）
第９条　規則第５条に規定する条件は、次に掲げるものとする。
(１)　補助事業等の内容又は補助対象経費の配分を変更（軽微な変更を除く）する場合は、市長の承認を受けること。
(２)　補助事業等を中止し、又は廃止する場合は、市長の承認を受けること。
(３)　補助事業が予定の期間内に終了しない場合又は当該事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに市長に報告し、その指示を受けること。
(４)　補助事業により取得した財産については、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用に努めること。また、市長の承認を受けることなく補助金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならないこと。
(５)　この補助金並びに事業に係る収入及び支出の関係を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出についての帳簿及び証拠書類を整理し、これを事業完了後５年間保管しなければならないこと。
(６)　市税等の滞納がある場合は、補助金を交付しないものとすること。ただし、市長が特に認める場合は、この限りでない。
（実績報告）
第１０条　改修費等補助金の交付を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業の完了後３０日以内に、規則で定める補助事業等実績報告書に次の書類を添えて市長に提出するものとする。
(１)　事業実績書
(２)　経費配分書
(３)　借入金返済計画
(４)　金融機関等が発行する借入金明細書の写し
(５)　不動産賃貸借契約書又は不動産売買契約書の写し
(６)　図面及び見積書
(７)　改修前及び改修後の写真
(８)　前各号に掲げるもののほか、市長が指示した書類
（改修費等補助金の額の確定）
第１１条　市長は、補助事業の完了に係る補助事業の成果の報告を受けた場合においては、報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業等の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金等の額を確定し、規則で定める補助金等額確定通知書により、当該補助事業者に通知するものとする。
（改修費等補助金の交付の請求）
第１２条　補助金は、当該補助事業の完了後に交付する。ただし、市長が特に認めるときは、補助事業の完了前に交付決定額の４０パーセントの範囲において交付することができる。
（利子補給金の交付対象者）
第１３条　借入金の利子に対する補給金（以下「利子補給金」という。）の交付の対象となる者は、砺波市中小企業融資等制度要綱（平成１６年砺波市告示第１１１号）別表第１に定める創業者支援資金融資を利用した者で、かつ、第４条に規定する要件を備えているものとする。
（利子補給金の額及び交付期間）
第１４条　利子補給金の額は、当該融資の償還において支払った利子（次項に規定する交付期間内に支払った利子に限る。）の合計額の２分の１以内とする。ただし、当該融資の元本の返済の遅延に伴って生じた利子の増額分は対象としない。
２　前項の利子補給金の交付期間は、原則として当該融資の償還が開始された日の翌日を起算日として２４月を限度とする。
（利子補給金の交付の申請）
第１５条　利子補給金の交付を受けようとする者（以下「利子補給金申請者」という。）は、前条に規定する交付期間内において、暦年ごとに砺波市創業者支援資金融資（空き店舗再生みんなでチャレンジ事業）利子補給金交付申請書兼請求書（様式第１号）に市長が必要と認める書類を添えて、利子補給金の交付を受けようとする会計年度の１月３１日までに、市長に提出するものとする。
（利子補給金の交付の決定等）
第１６条　市長は、前条による申請があったときは、その内容を審査し、適正であると認めるときは、利子補給金の交付の決定及び額の確定を行い、砺波市創業者支援資金融資（空き店舗再生みんなでチャレンジ事業）利子補給金交付決定通知書兼額確定通知書（様式第２号）により当該利子補給金申請者に通知するとともに、すみやかに利子補給金を交付するものとする。
（関係帳簿の調査）
第１７条　市長は、前条の規定による審査に当たり、調査が必要と認めるときは、利子補給金申請者及び金融機関に対し関係帳簿等の提出を求めるものとする。
２　利子補給金申請者及び金融機関は、前項の要請があったときは、当該調査に誠意を持って協力するものとする。
（補助金の取消し及び返還）
第１８条　市長は、改修費等補助金又は利子補給金の交付決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付された補助金については期限を定めて返還を求めることができる。
(１)　この要綱に違反したとき。
(２)　補助金を目的以外の用途に使用したとき。
(３)　前２号のほか不正な手段等により補助金の交付を受けたとき。
(４)　事業の完了後３年以内に店舗の営業を中止したとき。
（その他）
第１９条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
（施行期日）
１　この告示は、公表の日から施行する。
（経過措置）
２　この告示の施行の際現に事業者が営業する店舗のうち、平成２６年４月１日からこの告示の施行の日までの間において第２条の規定を満たすもの（平成２６年３月３１日までに第５条各号に定める経費に係る契約が締結されたものを除く。）は、第２条に規定する空き店舗とみなす。
附　則（平成２８年３月２３日告示第４１号）
この告示は、平成２８年４月１日から施行する。
別図（第２条関係）
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